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1．はじめに
　日本の組織では，一般に「終身雇用」と呼ばれる長期雇用・長期勤続を前提とした人事管理が
長年に渡り広く行われてきた。しかしながら，近年の世界的な不況による減量経営や若年労働者
の価値観の多様化により，早期退職者や転職者が増加し，「終身雇用システム」が崩壊しつつあ
るという指摘が数多くなされている。さらに，離職・転職の増加という問題の中でも，とりわけ
若年層の離職・転職の増加は深刻な社会問題になりつつあり，大卒新規労働者の約4割近くが，
入社後3年以内に退職しているω。もし，こうした傾向がさらに拡大すれば，企業にとって安定
的な人材確保が困難になり，人的資源管理の展開に多大な影響を与えることになる。
　本研究は，こうした問題意識に基づき，日本の「終身雇用システム」に対する評価の問題に対
して，定量的な分析を試みるものである。そこで，まず終身雇用システムと転職・中途採用シス
テムに関する筆者らの一連の先行研究②を概説する。次に，終身雇用システムに対する評価の
問題に対し，評価者の属性から生じる評価傾向を分析するための「終身雇用システムに対する評
価の分析モデル」を新たに提案する。さらに，大学生・大学院生を対象にしたアンケート調査を
行い，そのデータを提案モデルに適用することにより，提案モデルの妥当性を確認する。これに
（1）　厚生労働省：『新規学卒就職者の在職期間別離職率の推移』，2009年
（2）　村山・鄭・山下；2008，2009，村山・山下；2010
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より，終身雇用システムの評価問題において，評価者の属性の差異による評価傾向を定量的に分
析するための新たなアプローチを提示する。
2．日本の組織における「終身雇用」システムの優位性と劣位性
　組織において，それぞれのメンバーが自身や自部門の最適性のみならず，組織全体にとっての
最適性を常に意識した行動をとるよう，いかにして彼ら・彼女らを導くかは非常に重要な問題で
ある。山下ら③は前者を「局所最適化」の行動，後者を「全体最適化」の行動として位置づけ，
組織におけるメンバーの（個人）学習の側面から「学習の二面性の概念モデル」を提示している。
これにより，N次元の業務空間上で「専門的学習」と「幅広い参加的学習」ωを定義し，専門的
学習を個人最適方向ベクトルのスカラーλ倍，幅広い参加的学習を企業最適方向ベクトルに向
かっての回転角θによって記述している。
　また，組織において計画機能を権限委譲によって分散化することは，メンバーの局所最適化の
行動をもたらす危険性が高いが，日本の人事管理の特性がこの問題を未然に防いでいるように思
われる。すなわち，日本の終身雇用を前提とした人事管理において，定期的なジョブ・ローテー
ションを行って多くの職務を経験することや，専門的学習のみならずOJTやoffJTを通して
「幅広い参加的学習」を行うことにより，メンバーが市場の動向や本来業務の周辺の業務に関し
てもかなりの知識を吸収することで，組織全体の最適性や関係部門の最適性を考慮に入れて業務
を遂行するようになるのである。
　局所最適化を防止するジョブ・ローテーションや幅広い参加的学習は，組織の短期的な効率性
を低下させる。しかしながら，長期的な視点に立てば，組織全体の最適性の追求といった効果の
みならず，トラブルや緊急性の高い業務へのアジルな対応を可能にする。そして，このような長
期的な効果を生み出すための短期的な効率性の低下は，一般に「終身雇用」と呼ばれる日本の長
期雇用・長期勤続を前提とした人事管理の時間的余裕によって許容されるのである。転職・中途
採用が「その従業員をいつ解雇するかわからない」あるいは「その分野のスペシャリストを採用
する」という雇用であることをふまえると，ジョブ・ローテーションや幅広い参加的学習を行う
時間的余裕がないため，日本の組織における権限委譲の際の局所最適化を防止することが困難に
なる。このように考えると，終身雇用における長期雇用・長期勤続のもたらす時間的余裕は「転
職・中途採用」に対する優位性である。
　しかしながら，以上のような優位性のみならず，終身雇用には転職・中途採用に対する劣位性
も存在する。まず，従業員のモラールという点を考えると，終身雇用により，組織に長い間所属
（3）　山下洋史，尾関守：「組織における学習の二面性に関する研究」，日本経営工学誌，Vo1．　45，　No．3，　pp．
　246－251，1994年
（4）　山下洋史：「組織における情報共有と知識共有の概念を基礎としたマネジメント・モデルの研究」，明
　治大学博士（商学）学位論文，2004年
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することで組織に対し帰属意識や一体感がうまれ，それにより従業員のモラールが向上する一方
で，終身雇用という安定した雇用から生まれる安心感が従業員の「左うちわ⑤」的行動をもたら
し，モラールを低下させる危険性がある。
　従業員の不満という点では，雇用への不満は小さいが，終身雇用における年功序列型人事によ
り若年者の賃金や昇格機会は少ないことから，若年者の不満は大きいものになりやすい。コスト
の面では，終身雇用は新卒採用時に必要な採用コストが1回のみであるため，複数回採用コスト
がかかる転職・中途採用に対して優位であるが，一方で退職金にかかるコストは，退職時の賃金
および勤続年数を基礎に退職金が決定されるため転職・中途採用に比較してこれが大きくなる傾
向にある。
　以上の議論をふまえ，筆者（6）は終身雇用の優位性と劣位性を表1のように整理している。
表1　終身雇用の優位性と劣位性
項　　　目 優　位　性 劣　位　性
従業員のモラール
組織への帰属意識や一・体感によるモラー
旧?
「左うちわ」的行動によるモラール低
ｺ
従業員の不満 安定した雇用という面では不満が小さ｢
若年者の賃金や昇格機会が相対的に少
ﾈいという面では不満が大きい
コ　　　ス　　　ト 採用コストが1回のみのため小さい 退職時の賃金がベースとなるため退職焜Rストが増大しやすい
出所：村山賢哉：「日本の組織における未来志向性とぬるま湯感・熱湯感に注目したメンバーの行動モデル」，明治大学修
　　士（商学）論文，2009年
3．終身雇用モデルと転職従業員モデル
3．1終身雇用従業員モデルと転職従業員モデルの基本的考え方
　前節の表1をふまえ，筆者らωは「終身雇用従業員モデル」と「転職従業員モデル」を提案
している。ここでは，終身雇用と転職・中途採用の優位性・劣位性の比較のため，上記モデルを
概説しておくことにしよう。
（5）「左うちわ」は，一般的に利き手が右手であることに由来し，利き手ではない左手でうちわを使用す
　　る姿が，努力して働く必要がなく，「ゆったりした気分で働く」ように見えることを意味している。そ
　　ういった意味でハングリー精神に基づく労働に対して対極に位置するものである。これは，メンバーの
　　所属組織において，恵まれた給与・作業環境や温和な対人関係の中で「ゆったり」と仕事をしてしまう
　　状態（山下2004；例えば大企業病）を意味しており，自身の「職務満足」よりも「所属満足」が上回
　　る場合に広く見られる行動である。筆者らは，こうした行動を「左うちわ」的行動として位置づけてい
　　る。
（6）村山賢哉：「日本の組織における未来志向性とぬるま湯感・熱湯感に注目したメンバーの行動モデル」，
　　明治大学修士（商学）論文，2009年
（7）　山下洋史，鄭年皓，村山賢哉：“終身雇用モデルと転職従業員モデルに関する研究”，日本経営システ
　　ム学会第39回全国研究発表大会講演論文集，pp．192－195，2007年
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　筆者ら（8）は，1人の新卒社員が企業に入社してから定年退職するまでのT期間に担当した業
務から生み出される収益を「終身雇用従業員モデル」によって，そのT期間を転職・中途採用
のm人の従業員が担当した場合の収益を「転職従業員モデル」によって，それぞれ記述した上
で，終身雇用従業員モデルにおけるT期間の収益をy，m人（m回；新卒採用時も含む採用回
数）の転職従業員モデルにおけるT期間の収益をy（m）とし，それぞれ（1）式と（2）式のよう
に記述している。
y『＝T期間のパフォーマンス総額　一T期間の賃金総額
　　一1回の採用コストー1回の退職金 （1）
y（m）＝m人によるT期間のパフォーマンス総額一㎜人により担当したT期間の
　　　　賃金総額一m回の採用コストーm回の退職金　　　　　　　　　　　　　（2）
3．2　モデル構築のための仮定
　終身雇用従業員モデルと転職従業員モデルの比較は，前述したように複数の要因が複雑に絡み
合っているため，両者の収益を複雑な条件のままで定式化することは困難である。そこで，筆者
ら（1°）は，以下のような仮定1～7を置くことにより，こうした複雑な問題を簡素化して捉えてい
る。
1
???
4
5
労働者の個人差には焦点を当てず，平均的・典型的な労働者の新卒採用から定年退職まで
のT期間を研究対象とする。
勤続期間と賃金・熟練との関係を，線形増加関数として捉える。
勤続期間と「組織に対する一体化・帰属意識による貢献」との関係を線形増加関数として
捉える。
勤続期間と「左うちわ的行動によるパフォーマンス低下」との関係を線形減少関数として
捉える。
転職が生じたと同時に，転職者の熟練と同等で，かつ「組織に対する一体化・帰属意識に
よる貢献」と「左うちわ的行動によるパフォーマンス低下」のない労働者を，その時点で
の転職者の賃金と同額で採用する。したがって，転職者も新卒者と同様に，採用時の「組
織に対する一体化・帰属意識による貢献」と「左うちわ的行動によるパフォーマンス低下」
はないものとする。
（8）　山下・鄭・村山，前掲稿，注（7）
（9）　T期間に従業員（個人）の行動が企業に与える価値（金額）の総和を本研究では「T期間のパフォー
　　マンス総額」と呼ぶことにする。
（10）　山下・鄭・村山，前掲稿，注（7）
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6．採用コストを常に一定とする。
7．　退職金は，退職時の賃金および勤続期間に比例する。
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3．3　問題の定式化
　筆者ら（’且）は，上記のような仮定に基づき，かつ（1）式と（2）式のような基本モデルの考え方に沿っ
て終身雇用従業員モデルにおけるT期間の収益y『と，転職従業員モデルにおけるy（m）をそれぞ
れ（3）式と（4）式のように定式化している。ここで，転職従業員モデルはm≧2となる。
y＝　｛P十（1）十PT－←aT－bコn）｝T／2－｛S十（S十sl［）｝T／2－C－r（S十sT）T
＝｛p十（α一b）－s（1十2γ）｝T2／2十｛P－S（1十r）｝T－C
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　m　　y（m）＝｛P＋（P＋PT）｝T／2＋（a＋b）Σ｛（Ti－Ti＿1）／2｝）（Ti－Ti＿1）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　‘㍉
　　　　　　一｛S十（S十sT）｝T／2－mC－rΣ（S十sTi）（Ti－Ti＿1）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　m　　i＝1
　　　　　一（P－s）T2／2十（P－S）T十Σ｛（α一b）（Ti－Ti＿1）／2
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i＝1
　　　　　　－r（S＋sTi）｝（Ti－　Ti＿1）－mC
ただし，S：
　　　体化係数，b：「左うちわ」係数，　C：採用コスト，　r：退職金係数，
　　　退職までの期間，Ti：i人目の転職時期（新規採用時点T。＝0，　Tm＝T）
（3）
（4）
初任給，s：賃金上昇率，　P：初期パフォーマンス（金額ベース），　p：熟練係数，α：－
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　T：新卒採用から定年
　もし，企業が仮定5に従った採用を行っているとすると，両モデルとも賃金総額は正確に同額
となり，両者の間に優位と劣位は生じない。同様に，「一体化」と「左うちわ」の影響を取り除
いた初期パフォーマンスと，「熟練」のみによるパフォーマンスについても両モデルは等しくな
る。したがって，T期間の賃金総額とパフォーマンス総額に関して両モデルの差をとると互いに
相殺され，これらを除去して考えることができ，（5）式のように表すことができる（12）。
　　　Y－y（m）　＝　｛（a－b）－2rs｝T2／2－rS　T
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一Σ｛（α一b）（Ti－Ti＿1）／2－r（S十sTi）｝（Ti－Ti＿1）十（m－1）C　　（5）
　　　　　　　　　　　i＝1
　転職従業員雇用システムに対する終身雇用システムの優位性・劣位性を比較した場合，前節の
表1をふまえると，「組織に対する一体化・帰属意識による貢献」が相対的に大きく（優位性），
「左うちわ的行動によるパフォーマンス低下」が大きい（劣位性）。また，「採用コスト」が相対
的に小さく（優位性），「退職金コスト」が大きい（劣位性）（’3）。
　筆者ら（14）は，これらをそれぞれ転職従業員雇用システムに対する終身雇用システムの「一体
（11）　山下・鄭・村山，前掲稿，注（7）
（12）　同上稿
（13）　山下洋史：「情報化時代の人的資源管理』，東京経済情報出版，2006年
（14）村山賢哉・鄭年皓。山下洋史：“終身雇用モデルと転職モデルの採用コスト・退職金コスト”，日本経
　　営システム学会第39回全国研究発表大会講演論文集，pp．96－97，2007年
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化優位性」，「左うちわ劣位性」，「採用コスト優位性」，「退職金コスト劣位性」と呼び，（3）式と
（4）式を基に以下の（6）式～（9）式のように定式化している。
　①一体化優位性
　　　　　　　ma｛T2一Σ（T，－Ti＿1）2｝／2　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）
　　　　　　i＝1
　②左うちわ劣位性
　　　　　　　　　　　b｛T2一Σ（Ti－T，＿1）2｝／2　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）
　　　　　　i＝1
　③採用コスト優位性
　　　（m－1）C　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）
　④退職金コスト劣位性
　　　　　　　　　　　　　　r（S＋S7’）T－rΣ（S＋sTi）（Ti－Ti－1）　　　　　　　　　　　　　　　（9）
　　　　　　　　　　i＝1
　上記の①～④は，転職従業員雇用システムに対する終身雇用システムの優位性・劣位性であり，
①と②は従業員のパフォーマンスに関する比較，③と④はコストに関する比較である。そこで，
上記の①～④を，パフォーマンスの大小とコストの大小といった2つのトレードオフ問題に分解
して考えることができる。すなわち，勤続期間が長くなることによって，組織に対する一体感・
帰属意識が高まり，パフォーマンスが増大するが，その一方で長期雇用・長期勤続によって生ま
れる安心感（’5）から「左うちわ」的行動が多くなり，パフォーマンスが低下するというトレード
オフ問題と，終身雇用従業員モデルは転職従業員モデルに比較して，採用コストが1回限りで小
さいが，退職金は勤続期間や退職時の賃金が基礎となるため増大するというトレードオフ問題で
ある。
　ここで，筆者らの先行研究⑯と同様に，前者のパフォーマンスに関するトレードオフ問題を
〈一体化一左うちわトレードオフ〉，後者のコストに関するトレードオフ問題を〈採用コストー退
職金コストトレードオフ〉と呼ぶことにすれば，終身雇用システムと転職従業員雇用システムの
優位性・劣位性の比較問題は，この2つのトレードオフのバランスに依存することがわかる。そ
こで，それぞれのトレードオフ問題に分解して，優位性と劣位性の差をとると（10）式と（11）式の
ようになる。
〈一体化一左うちわ〉トレードオフ
　　　　　　　　　　　mG；（α一b）｛T2一Σ（Ti－　Ti－1）2｝／2
　　　　　　　　　　t＝1
〈採用コストー退職金コスト〉トレードオフ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　H＝（m－1）C－｛r（S十sT）T－rΣ（S十sTi）（Ti－T，＿1）｝
　　　　　　　　　　　　　　　　　i＝1
もし，採用コストと退職金コストが等しく，〈一体化一左うちわ〉
（10）
（11）
トレードオフが正の場合
（15）　山下，前掲書，注（13）
（16）　村山・鄭・山下，前掲稿，注（14）
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（G＞0）は終身雇用システムの方が有利であり，負の場合（G＜0）の場合は転職従業員雇用シ
ステムの方が有利（終身雇用システムが不利）である。同様に，「組織に対する一体化・帰属意
識による貢献」と「左うちわ的行動によるパフォーマンス低下」が等しく，〈採用コストー退職
金コスト〉トレードオフが正（H＞0）の場合にも終身雇用システムが有利であり，負の場合
（H〈0）は転職従業員雇用システムの方が有利である。
　さらに筆者ら㈹は，〈一体化一左うちわ〉トレードオフとく採用コストー退職金コスト〉トレー
ドオフという2つのトレードオフ問題に関して，さらにいくつかの条件のもとで分析を行っている。
　まず，〈採用コストー退職金コスト〉トレードオフが等しく（E＝0），すべてのiに関してTi
が等しい（Ti－Ti－1＝7ソm）場合は（12）式のように表される。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　m　　　　　 G＝＝（α一b）｛T2一Σ（T／m）2｝／2
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i＝1　　　　　　　　　　　　　　　＝（a－b）｛T2－m（T／m）2｝／2
　　　　　　　　　　　　　　　－（m－1）（q－b）T2／2m　　　　　　　　（12）
　（12）式より，a＞bのとき，　GはTの増加に対して単調増加となるため，　Tが大きくなれば
なるほど，終身雇用システムの優位性が拡大する。a〈bのとき，　GはTの増加に対して単調
減少となるため，Tが大きくなればなるほど転職従業員雇用システムの優位性が拡大する。
　さらに，〈一体化一左うちわ〉トレードオフが等しく（G＝0），すべてのiに関してTiが等し
い（Ti　一　Ti－1＝T／m）場合は（13）式のように表される。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　m　　　　　　　　H＝（m－1）C－｛r（S十sT）T十7Σ（S十∫7｝）T／〃z｝
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i＝l　　　　　　　　　＝（m－1）C－rST－rsT2十r｛mS十ms（T／m十T）／2｝T／m
　　　　　　　　　＝（m－1）C－rST－rsT2十rST十rsT2（1／2m十1／2）
　　　　　　　　　＝（m－1）C－rsT2（m－1）／2m　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（13）
　（13）式において，初任給Sが消去されていることから，3．2節の仮定のもとではく採用コストー
退職金コスト〉トレードオフ問題は初任給Sに依存しないことがわかる。これは，初任給Sが
終身雇用と転職・中途採用に対して同等の影響を及ぼすことを示唆している。
　また，（13）式をふまえて，G＝0で，新卒採用から定年退職までのT期間を2人の転職従業
員で（m＝2），それぞれT／2期間ずつ職務を担当した場合を表せば，（14）式のようになる。
　　　　　　　　　　　　　∬＝C－　rST－　rs　T2十r｛2s十3sT／2）　　　　　　　　　　　　（14）
　さらに，（13）式においてH＝＝0（〈採用コストー退職金コスト〉トレードオフ問題における終
身雇用システムと転職従業員雇用システムの優位性が同等）となる採用コストCを求めると，
C＝rsT2／4 （15）
（17）　村山・鄭・山下，前掲稿，注（14）
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となる。ここで，右辺は，中間時点で退職した場合の，初任給Sに依存する部分を取り除いた
退職金の増分を意味しており，（15）式が成り立つとき，〈採用コストー退職金コスト〉トレード
オフ問題における終身雇用システムと転職従業員雇用システムの優位性は同等となる。また，採
用コストCがrsT2／4よりも大きければ終身雇用システムが有利であり，これよりも小さければ
転職従業員雇用システムの方が終身雇用システムよりも有利であることが示唆される。一方，．
（15）式において，右辺（退職金コスト）は，勤続年数に対して二次関数的に増大してしまう。こ
うしたトレードオフの状況の中で終身雇用システムが成立してきた日本の組織をふまえると，終
身雇用システムによって生み出されるパフォーマンスの向上が優位性を発揮してきたことが示唆
されるのである。
4．「終身雇用システムに対する評価の分析モデル」の提案
　本節では，「終身雇用システム」に対する評価の問題において，評価者の属性から生じる評価
傾向を定量的に分析するためのモデルを新たに提案する。そこで，まず評価者の属性をアイテム
i（＝1，2，．．．，n）によって表すことにする。5節のアンケート調査に基づく分析では，就職前の
学生（大学生・大学院生）を対象にしたモデルを考えることにし，i＝1を学年，　i＝2を性別，
i＝3を大学とする。
　ここで，質問（終身雇用システムに対する評価）に対するサンプルλの反応数をYA，サンプ
ル数をxとし，（16）式のように表すことにしよう。
5｝，一i軋恥）・ （16）
ただし，λ：サンプルNo，，」：カテゴリー一一　t　mi：カテゴリー数，　dil．R：サンプルλが，アイテムiの
カテゴリーブに該当するか否かを表すダミー変数，aij：パラメータ
次に，（16）式の両辺をxで割ると（17）式となる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　与一端・寧
ここで，（17）式を対数変換すると（18）式となる。
　　　　　　　　　　　　　　1・9争一舗（logαウ）・喝
さらに，1－1・g妾馬一1・9殉・おくと（19）式が得・れ・・
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　n　　　mi　　　　　　　　　　　　　　　　　YA＝ΣΣ・4ガ4訂λ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　t＝1ゴ＝1
（17）
（18）
（19）
　これは，説明変数（ダミー変数）をdijAとする数量化理論1類と同形式となるため，　Yaとdガλ
が既知であれば，パラメータAii（評価傾向；カテゴリースコア）を推定することが可能となる。
さらに推定した馬をAii＝exp［ai）］で変換すれば，（16）式の傷を推定することができる。
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5．アンケート調査による終身雇用システムに対する評価の分析
　ここでは，アンケート調査によって収集した結果に対して本研究の提案モデルを適用すること
により，終身雇用システムに対する評価の分析を試みることにしよう。本研究では「日本の終身
雇用システムを優れたシステムと思いますか？」という問いに対して「Yes」か「No」で評価
するというアンケート調査を実施した。調査対象は，4つの大学（大学A・大学B：東京にある
私立大学，大学C・大学D：地方にある私立大学）の社会科学系の大学1～4年生および大学院
生である（回答者数：253人）。
　アンケート調i査から得られたデータを表2のように分類した上で，質問に対して「Yes」と回
答したサンプルλの比率を対数変換した従属変数YAとして前節の（19）式に基づき数量化理論1
類によってパラメータAij・（カテゴリースコア）を推定した。
表2評価者の分類とダミー変数に展開した結果
歪＝1（学年） ゴ＝2（性別） ∫＝3（大学）
サンプル
@　　λ ブ＝1
i1・2年）
ゴ＝2
i3・4年）
ブ＝3
i大学院）
ブ＝1
i男性）
ゴ＝2
i女性）
ゴ＝1
i大学A）
ゴ＝2
i大学B）
ブ＝3
i大学C）
ゴ＝4
i大学D）
1 1 0 0 1 0 0 1 0 0
2 1 0 0 1 0 0 0 1 0
3 1 0 0 1 0 0 0 0 1
4 1 0 0 0 1 0 1 0 0
5 1 0 0 0 1 0 0 1 0
6 1 0 0 0 1 0 0 0 1
7 0 1 0 1 0 0 1 0 0
8 0 1 0 1 0 0 0 1 0
9 0 1 0 1 0 0 0 0 1
10 0 1 0 0 1 0 1 0 0
11 0 1 0 0 1 0 0 1 0
12 0 1 0 0 1 0 0 0 1
13 0 0 1 1 0 1 0 0 0
14 0 0 1 1 0 0 1 0 0
15 0 0 1 0 1 1 0 0 0
16 0 0 1 0 1 0 1 0 0
分析によって得られた結果を整理すると表3のようになる。
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　　　表3分析結果
（292）
アイテムぎ カテゴリープ
　　　基準化
Jテゴリースコアノ1　　　　　　　　η レンジ
学部1・2年生 一〇．1359020
学　　年 学部3・4年生 0．Ol94899 0．34292
大学院生 0．2070134
男　　性 0．1009575
牲　　別
女　　性 一〇．1766756
0．27763
大学A（東京の私大） 一〇．4846629
大学B（東京の私大） 一〇．0227193
大　　学
大学C（地方の私大） 0．3556339
0．84030
大学D（地方の私大） 一〇．0339319
定　数　項 0．5196074
重相関係数 0，902
　表3において，学年別のカテゴリースコアの推定値を見ると，大学院の値が正で最も大きいこ
とがわかる。本研究のアンケート調査は，社会科学系の研究科に所属する大学院生を対象に行っ
たため，大学院生の本来の目的がスペシャリストとしての自身の専門性向上にあるにもかかわら
ず，前述のジョブ・ローテーションにより幅広い職務を経験することの重要性を強く認識し，終
身雇用システムを優れたシステムとして受け入れる傾向のあることが示唆される。これは興味深
い結果であり，氷河期と呼ばれる現在の就職状況が，自身の高い専門性のみならず，幅広い知識
とスキルを吸収しようとする積極性を大学院生に注入する役割を果たしているからではないかと
思われる。
　次に，性別のカテゴリースコアの推定値を見ると，男性は終身雇用システムに肯定的な傾向を
示し，女性は逆の傾向を示していることがわかる。これは，現在の社会・経済システムにおいて，
女性は結婚や出産を機に退職せざるを得ないという現実が待ちかまえている（18）からではないか
と思われる。
　一方，各アイテム内のカテゴリー間の差（レンジ）を見ると，大学間の差異が非常に大きいこ
とがわかる。こうした差異の背後には，大学の所在地や先輩の就職状況など，さまざまな要因が
絡み合っているものと思われる。ここで，こうした要因について掘り下げてみると，まず，大学
C（地方私大）のカテゴリースコアの推定値が正で高い値となっていることがわかる。当該大学
では，公務員養成に重点を置いた教育を展開しており，多くの学生が公務員という最も安定した
（と考えられている）雇用システムの組織を志望している。上記の結果は，こうした教育方針が，
終身雇用システムに対して高く評価する方向へと当該大学の学生を導いているからではないかと
（18）　内閣府男女共同参画局　“女性のライフプランニング支援に関する調査報告書”，2007年
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思われる。次に，東京に所在地を置く大学（大学A，大学B）のカテゴリースコアに注目すると，
これらの推定値は負の値となっていることがわかる。これは，東京では，地方に比較すると新卒
の就職活動のみならず転職をする際の選択肢の幅が広いために，終身雇用に拘らない学生が多い
からではないかと思われる。最後に，大学D（地方私大）のカテゴリースコアを見ると，負の値
となっている。当該大学では，同じように地方に位置している大学Cとは異なり，多くの学生
が東京の一般企業を志望しているため，東京の大学（大学A，大学B）と同様の傾向を示してい
るものと思われる。
　また，アシケート調査で得られた実測値と，提案モデルの予測値との重相関係数は0，902となっ
ており，高いモデルのフィットネスを確認することができた。以上のように，アンケート調査に
よる分析から，現実に即したパラメータの推定値と高い重相関係数が得られており，本研究の提
案モデルは，終身雇用システムの評価問題において，評価者の属性（学年別，性別，大学別）の
差異から生じる評価傾向を簡潔な形式での記述を可能にしている。
6．おわりに
　本研究では，日本の「終身雇用システム」に対する評価の問題に注目し，そのための定量的な
分析アプローチの提示を試みた。そこで，まず終身雇用システムと転職・中途採用システムに関
する筆者らの一連の先行研究（’9）を概説した上で，学生の属性から生じる評価傾向を分析するた
めの「終身雇用システムに対する評価の分析モデル」を新たに提案した。
　さらに，大学生・大学院生を対象にしたアンケート調査を行い，そのデータを提案モデルに適
用することにより，提案モデルの妥当性を確認した。こうした本研究の提案モデルは，終身雇用
システムの評価問題に対する，新たな定量的アプローチの可能性を示唆するものであろう。
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